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はじめに

機構からの連絡

かけはし

年金の特例水準の解消により平成２５年１０月分から

年金額の引き下げが行われます。本号では、年金額の改

定についてお知らせするとともに、今年中に国民年金保

険料を納付された方に対して送付する「社会保険料（国

民年金保険料）控除証明書」についてご案内します。

編集責任者 国民年金部

部長 町田 浩

後納制度の実施状況をおしらせします （国民年金部）

国民年金保険料の後納制度は、平成24年10月1日から始まり、間もなく1年を
迎えようとしています。日本年金機構では後納制度を多くの方に利用していただく
ため、これまで約2,000万人の方にお知らせをお送りしてきましたが、本年7月を
もってお知らせの送付は完了しました。

後納制度は、引き続き平成27年9月30日まで利用できますので、今後はさらに

利用者の増加を図るよう、さまざまな広報の機会を活用し後納制度の利用を周知し

ていく予定です。

後納制度を利用することで年金額を増やすことや、これまで年金の受給ができな

かった方が受給資格を得られることがあります。

後納制度について住民の方から問合せがあった場合は、最寄りの年金事務所等の

窓口をご案内願います。

【後納制度の実施状況等（平成25年7月末現在）】

○お知らせの送付件数 20,094,890件
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日本年金機構では、後納制度についてこれまで様々な周知・広報を行ってきまし

たが、さらに周知・広報を行う必要があると考えております。

そのため各市（区）町村が発行する広報誌による周知・広報が効果的であること

から、後納制度に関する以下の原稿の掲載をお願いいたします。

【後納制度（国民年金保険料の納付可能期間の延長）のお知らせ】

国民年金は、２０歳から６０歳までの４０年の間、国民年金保険料を納めていた

だくことで、６５歳から満額の老齢基礎年金を受給できる制度です。

しかし、保険料を納められなかった場合や、届出を忘れたことで国民年金の資格

期間がない場合は、年金の受給額が少なくなったり、年金そのものが受給できなく

なることがあります。このような事態にならないために、過去１０年までに納めら

れなかった保険料は、後納制度を利用すると納付することができます。

後納制度は、国民年金保険料を納めることができる期間を過去２年から１０年に

延長したことにより、納められなくなった保険料が納められるようになったもので

すが、後納制度が利用できるのは平成２７年９月３０日までですので、後納制度を

利用する方は早めのお申込みが大切です。

ただし、既に老齢基礎年金を受給している方や、６５歳以上で老齢基礎年金の受

給資格をお持ちの方は、後納制度はご利用できませんのでご注意ください。

なお、後納制度は事前にお申し込みいただき、後納保険料が納められる期間を審

査します。審査の結果によっては後納制度をご利用いただけない場合がありますの

でご注意ください。

後納制度に関する詳しい内容は、下記「国民年金保険料専用ダイヤル」またはお

近くの年金事務所へお問い合わせください。

なお、ねんきんネット（http://www.nenkin.go.jp）をご利用いただくと、ご自

身の年金記録から後納制度を利用できる期間が確認できます。

〇相談受付件数 862,555件

〇申込書受付件数 802,869件

【老齢基礎年金が裁定された方の後納制度の利用状況（平成25年7月29日現在）】

○老齢基礎年金が裁定された方のうち後納制度の利用者数

17,415人

○上記のうち後納制度を利用した方で受給資格期間を満たした人数

8,854人

※65歳未満で老齢基礎年金の繰上げ受給をした方を含みます。

お問い合わせは、『国民年金保険料専用ダイヤル』へ

０５７０－０１１－０５０
０５０（一部）の電話、０７０の電話からおかけになる場合は０３－６７３１－２０１５

お問い合わせの際は、基礎年金番号がわかるものをご用意ください。
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＜受付時間＞
月曜日 午前８：３０～午後７：００
火～金曜日 午前８：３０～午後５：１５
第２土曜日 午前９：３０～午後４：００

※月曜日が祝日の場合は、翌日以降の開所日初日に午後７：００まで相談をお受けします。
※祝日（第２土曜日を除く）、１２月２９日～１月３日はご利用いただけません。
※ナビダイヤルは、一般の固定電話からおかけになる場合は全国どこからでも、市内通話

料金でご利用いただけます。
ただし、一般の固定電話以外（携帯電話等）からおかけになる場合は、通常の通話料金
がかかります。

※「０３－６７３１－２０１５」の電話番号におかけになる場合は、通常の通話料金がかかり
ます。

※「０５７０」の最初の「０」を省略したり、市外局番をつけて間違い電話になっているケースが
発生していますので、おかけ間違いにはご注意ください。

厚年法等改正法にかかる特定期間化の周知のお願い （国民年金部）

配偶者が退職した場合などは、国民年金の切り替えの手続きが必要ですが、届出

が遅れてしまい、すでに保険料の納付期限が経過したため、時効によって納付する

ことができなかった期間については、「特定期間該当届」を提出することによって、

受給資格期間に算入できるようになりました。

受給資格期間が２５年を満たすことなく年金が受けられなかった方についても、

この届出によって受給資格を満たすこととなった場合は、届出日以降の年金が支給

されることとなります。

また、平成２７年４月からは特例追納が始まり、年金額を増やすことも可能にな

ります。

日本年金機構では、より多くの方々に制度を周知するため、幅広く広報するよう

取り組みたいと考えております。

つきましては、周知用ポスター及び回覧板や掲示板に使用していただくためのチ

ラシを作成しましたので、掲示や回覧等による制度の周知についてご協力をお願い

します。

詳しくは、最寄りの年金事務所へお問い合わせください。
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≪ポスター≫

≪リーフレット≫
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「社会保険料（国民年金保険料）控除証明書」が発行されます

～～年末調整・確定申告まで大切に保管を！～～ （国民年金部）

国民年金保険料は、所得税及び住民税の申告において全額が社会保険料控除の対

象となります。その年の１月１日から１２月３１日までに納付した保険料が対象で

す。

この社会保険料控除を受けるためには、納付したことを証明する書類の添付が義

務付けられています。

このため、平成２５年１月１日から９月３０日までの間に国民年金保険料を納付

された方については、「社会保険料（国民年金保険料）控除証明書」が本年１１月

上旬に日本年金機構本部から送付されますので、年末調整や確定申告の際には必ず

この証明書（又は領収証書）を添付してください。

また、平成２５年１０月１日から１２月３１日までの間に今年はじめて国民年金

保険料を納付された方については、翌年の２月上旬に送付されます。

なお、ご家族の国民年金保険料を納付された場合も、ご本人の社会保険料控除に

加えることができますので、ご家族あてに送られた控除証明書を添付のうえ申告し

てください。

「社会保険料（国民年金保険料）控除証明書」についてのご照会は、控除証明書

のはがきに表示されている番号にお問い合わせください。

＜控除証明書専用ダイヤル＞

０５７０－０７０－１１７（ナビダイヤル）

０５０から始まる電話または０７０－５＊＊＊・０７０－６＊＊＊で

始まる電話（ＰＨＳ）でおかけになる場合は

０３－６７００－１１３０

＜受付期間＞

平成２５年１１月１日（金）～平成２６年３月１４日（金）

＜受付時間＞

○月 曜 日 午前8：30～午後7：00

○火～金曜日 午前8：30～午後5：15

○第２土曜日 午前9：30～午後4：00

月曜日が祝日の場合は、火曜日に午後7：00まで相談をお受けします。

祝日、12月29日～1月3日は、ご利用いただけません。

＊ナビダイヤルは、一般の固定電話からおかけになる場合は全国どこからでも、

市内通話料金でご利用いただけます。ただし、一般の固定電話以外（携帯電

話等）からおかけになる場合は通常の通話料金がかかります。

＊「０３－６７００－１１３０」の電話番号におかけになる場合は、通常の通

話料金がかかります。

＊「０５７０」の最初の「０」を省略したり、市外局番をつけて間違い電話に

なっているケースが発生していますので、おかけ間違いにはご注意ください。
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平成２５年１０月分からの年金額の改定について （年金給付部）

現在の年金額は、過去に物価が下落したにもかかわらず、 年金額を据え置いた

ことで、本来の水準よりも２.５％高い水準（特例水準）となっています。

平成２４年の法律改正で、平成２５年１０月、平成２６年４月および平成２７

年４月に段階的に特例水準を解消することにより、年金財政の改善を図るととも

に、将来の受給者となる若い世代にも考慮して、世代間の公平を図ることとなり

ました。

このため、平成２５年１０月分以降としてお支払いする年金額は、４月から９

月までの額から、マイナス１.０％の改定が行われます。

今後の解消のスケジュールは、平成２６年４月マイナス１．０％、

平成２７年４月マイナス０.５％を予定しています。

（物価・賃金が上昇した場合には、引き下げ幅は縮小します。）

〈平成２５年１０月分からの年金額改定に関するＱ＆Ａ〉

（１）なぜ、平成２５年１０月分からの年金額が下がったのですか。

現在の年金額は、平成１２年度から平成１４年度にかけて、物価下落にも

かかわらず、年金額を据え置いたことで、法律が本来想定している水準（本

来水準）よりも２.５％高い水準（特例水準）となっています。

そのため、平成２４年１１月に法律改正が行われ、現役世代（将来の年金

受給者）の将来の年金額の確保につなげ、世代間の公平を図るために、平成

２５年１０月分以降としてお支払いする年金額は、４月から９月までの額か

ら、マイナス１.０％の改定が行われます。

（２）いつの年金支払いから適用されますか。

改定後の年金については、平成２５年１２月（１０月分、１１月分）か

らのお支払いとなります。

（３）新しい年金額のお知らせは、いつ送付されますか。

改定後の年金額は、年金額改定通知書でお知らせします。

年金額改定通知書は、１２月１３日の支払いに向け、原則として、年金振

込通知書と一体となったお知らせ（ハガキ）で、１２月４日以降に日本年

金機構から、順次、年金受給者に送付されます。



障害年金に関するお知らせ （年金給付部）

障害年金に関して、現在、日本年金機構本部で取り組んでいる事業について紹介
いたします。

1.年金請求用の診断書等のホームページへの掲載

２.国民年金・厚生年金保険障害認定基準のホームページへの掲載

３.認定が困難な疾患にかかる照会様式

日本年金機構ホームページ（以下「ＨＰ」といいます。）にて年金請求に使用

する診断書（ＰＤＦ版、ＥＸＣＥＬ版）を掲載しております。かねてより、診断

書を作成する医師から「診断書にパソコンで直接入力ができるようにして欲し

い。」との要望が寄せられておりましたので、ＰＤＦ版だけでなく、ＥＸＣＥＬ

版も掲載しております。

現在、眼の障害用（様式第１２０号の１）、聴覚・鼻腔機能・平衡機能・そ

しゃく・嚥下機能・言語機能の障害用（様式第１２０号の２）、肢体の障害用

（様式第１２０号の３）、精神の障害用（様式第１２０号の４）、呼吸器疾患の

障害用（様式第１２０号の５）、血液・造血器・その他の障害用（様式第１２０

号の７）の診断書は、ＨＰへ掲載しております。

また、受診状況等証明書及び受診状況等証明書が添付できない申立書につきま

しては、ＰＤＦ版を掲載しております。

なお、循環器疾患の障害用（様式第１２０号の６－（１））及び腎疾患・肝疾

患・糖尿病の障害用（様式第１２０号の６－（２））の診断書につきましては、

準備が整い次第ＨＰへ掲載していきます。

【年金請求用の診断書のＨＰ掲載場所】

ＨＰのトップページ＞申請・届出様式＞年金受給者に関する届出・手続き＞ケース

５１～５７

平成２５年６月１日に改正された国民年金・厚生年金保険障害認定基準（以下

「障害認定基準」といいます。）を、日本年金機構ホームページ（以下「ＨＰ」

といいます。）に掲載しております。年金相談時にお客様より「障害認定基準の

内容を確認させて欲しい。」とのお問い合わせがありましたら、ＨＰを案内して

いただく等のご対応をよろしくお願いいたします。

【障害認定基準のＨＰ掲載場所】

ＨＰのトップページ＞年金を受給している方これから請求する方＞障害年金 障害

の状態になった方 ▷ 障害認定基準

平成２４年５月１日から認定が困難な疾患（化学物質過敏症、線維筋痛症、慢

性疲労症候群、脳脊髄液減少症）の障害認定を適切に行うために、診断書の補足

資料となる照会様式「障害年金の請求にかかる照会について」等を作成して対応

しております。

この照会様式については、すでに年金事務所から市区町村に対して送付のうえ、

照会様式等の窓口配付に関する協力依頼を行っております。市区町村にはお手数

をおかけしますが、引き続きご対応をよろしくお願いいたします。

september2013＜Vol.22＞ ７



広報の広場 市区町村広報紙の原稿にご利用ください！

国民年金保険料の追納をお勧めします！

国民年金保険料の免除（全額免除・一部免除・法定免除）、若年者納付猶予、

学生納付特例の承認を受けられた期間がある場合、保険料を全額納めた方と比べ、

老齢基礎年金（６５歳から受けられる年金）の受け取り額が少なくなります。

そこで、これらの期間の保険料は、将来受け取る老齢基礎年金を増額するため

に、１０年以内であれば遡って古い月分から収める（追納）ことができます。

ただし、免除等の承認を受けられた期間の翌年度から起算して３年度目以降に

追納されると、当時の保険料額に一定の加算額が上乗せされます。

• 一部免除を受けた期間は、残りの納付すべき保険料が納付されていなけれ

ば追納はできません。

• 「若年者納付猶予・学生納付特例期間」が「法定免除・申請免除期間」よ

り先に経過した（古い）月分である場合は、「若年者納付猶予・学生納付

特例期間」が優先します。

• 「法定免除・申請免除期間」が「若年者納付猶予・学生納付特例期間」よ

り先に経過した月分である場合は、どちらを優先して納めるか本人が選択

できます。

• 「若年者納付猶予・学生納付特例期間」の中では、先に経過した月分から

納めることになります。

• 「法定免除・申請免除期間」の中では、先に経過した月分から納めること

になります。

※追納のお申込み・ご相談はお近くの年金事務所までお願いします。

国民年金保険料の免除期間・納付猶予期間がある方へ
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＜年金事務所等での取り組み＞

地域の独自情報

「かけはし」は、これからも皆様方のご意見・ご要望をいただきながら、様々な情

報を提供していきたいと考えていますので、よろしくお願いします。

※「かけはし」に対するご意見・ご要望についてお待ちしております。

ご意見は、E-mail : kikou-shikutyousonikenbosyuu@nenkin.go.jp までお願いします。

編集後記
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